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和文要約 
 
気象庁は平成 29 年 11 月 1 日から「南海トラフ地震に関連する情報」の運用を開始した。ただし、

この運用が開始されたものの、地方自治体や事業者、住民がこの情報をどのように活用するかが定

められていなかった。そこで、南海トラフ地震で大きな被害を受ける可能性の高い、静岡県と高知

県の住民を対象として、「南海トラフ地震に関連する情報」が発出された時に、どのような反応を示

すのかを明らかにするため、アンケート調査を実施した。 
その結果、第一に「南海トラフ地震に関連する情報」は約半数の人が知っていたが、その情報を

元にどのような判断をすればよいのか難しいと考えられている。第二に「南海トラフ地震に関連す

る情報（臨時）」が発表された場合、その情報だけではなく、気象庁の呼びかけか、地方自治体がど

のような情報を出すかによって避難の意思は大きく変化する。さらに、避難生活や自宅から離れな

いで済むか、という心理的コストや車などの家財道具を守れるか、といった経済的なコストが避難

の意思に対してマイナスに働いている。一方で、過去の南海トラフで発生した地震に関する知識は

避難への意思には結びついていないことが明らかになった。 
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１．はじめに 
気象庁は平成 29 年 11 月 1 日から「南海トラフ地震に

関連する情報」の運用を開始した。これは、南海トラフ

沿いで「異常な現象を観測した場合や地震発生の可能性

が相対的に高まっていると評価した場合」に発表される

ものである（気象庁ホームページ 2019）。ただし、この

運用が開始されたものの、地方自治体や事業者、住民が

この情報をどのように活用するかが定められていなかっ

た。せいぜい、内閣府がこの情報を元に「今後の備えに

ついて呼びかける」程度であった（内閣府ホームページ 

2017a）。では、この情報が発表された時に、人々はどの

ような反応を示すのか。運用が開始された半年後に実施

した住民へのアンケート調査の結果を元に論ずることと

する。 

 
２．「東海地震に関連する情報」について 
本章ではまず、これまでの日本における地震をめぐる

情報として存在した「東海地震に関連する情報」につい

て述べる。地震は事前に予測することが難しいが（緊急

地震速報のような数十秒前単位の情報提供は除く）、過去

には予知を前提とした情報提供の仕組みが整えられてい

た。 
これまで、日本では地震が頻発しており、大きな被害

をもたらしてきた。そうした中でも南海トラフ沿いでは

定期的に地震が発生してきた。特に駿河湾から静岡県内

陸部の想定震源域では、1854年の安政東海地震以降、大

規模地震が発生しておらず、地殻の観測結果などから東

海地震への危機感が募っていた。 
そうした中で、昭和 53 年 6 月に大規模地震対策特別措

置法が制定され、地震の短期予知を元にした対策が講じ

られることとなった。具体的に静岡県を中心とした地震

防災対策強化地域の指定（第三条）、それらの地域におけ

る大規模な地震の発生の予知（第四条）、それらの地域に

おける地震防災基本計画の作成（第五条）、病院や鉄道事

業者などの地震防災応急計画の作成（第七条）などであ

る。さらに、実際に異常な現象が検知された場合には地

震防災対策強化地域判定会を経て、気象庁長官が地震予

知情報の報告を内閣総理大臣に対して行い、それを元に
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警戒宣言が発せられることが定められている（第九条）。

その警戒宣言に基づき、市町村長が避難勧告・指示を発

出（第二十六条）、住民はそれに従って対応行動、または

避難行動をとることが求められていた。さらに公共機関

などは運転停止や利用制限を実施するなど、社会が防災

対応のモードへと切り替わることとされていた。事前は

地震対策として必要な準備を行い、緊急時には地震の予

知情報を元に住民が適切な避難行動をとることを期待さ

れていた。 
こうした「東海地震に関連する情報」1)に対する住民

の対応について多くの調査研究がなされてきた。たとえ

ば、東京大学新聞研究所（1981）は地震予知情報が伝達

された場合の住民の対応行動を予測する、基礎的な資料

を得るためとして、昭和 54 年と 55 年に静岡県内の住民

に対して調査を実施している。そこでは警戒宣言の情報

を聞いてから、どのような行動を想定するか、といった

対応行動や地震被害に対する意識を問うている。 
また、同様の調査は、自治体によっても行われている。

静岡県は住民に対して定期的に、東海地震についての県

民意識調査（現在は南海トラフ地震（東海地震）につい

ての県民意識調査）を行っている。さらに、この調査結

果の経年変化を元に防災対策の啓発活動の重要性につい

て述べた高橋（1991）の研究などもある。 
このように「東海地震に関連する情報」に関する調査

研究は過去に行われている。 
 

３．南海トラフ地震に関連する情報について 
ただし、新たに運用の始まった「南海トラフ地震に関

連する情報」をめぐる人びとの意識や対応行動に関する

調査は前章で述べたような調査と同様に実施できない。

その理由を述べる前に、先に「南海トラフ地震に関連す

る情報」の概要を述べることとする。 
この情報には「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」

と、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」との 2 種

類ある 2）。「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」は

南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会という定例会

合において南海トラフ沿いの観測データの状況を把握し、

評価した調査結果を発表する場合に出されるものである。

なお、この検討会は同じ委員で、東海地震のみを対象と

した地震防災対策強化地域判定会と一体となって実施さ

れている。 
一方の「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」は南

海トラフ地震の発生前に観測される可能性のある、異常

な現象が観測され、南海トラフ沿いの地震に関する評価

検討会において、大規模地震発生の可能性が平常時と比

べて相対的に高まったと評価された場合に発表される。

また、それ以外にも、その現象が南海トラフ沿いの地震

と関連するかの調査を開始ならびに継続している場合に

発表される（気象庁ホームページ 2019）。 
この南海トラフ地震の発生前に観測される可能性のあ

る、異常な現象として、内閣府は下記の 4 つのケースに

整理している（内閣府ホームページ 2017b）。 
・ケース 1：南海トラフ地震の想定震源域の半分で大規

模地震が発生（その後、割れ残ったもう半分の領域でも

連動して大規模地震が発生する可能性が高くなる）。 
・ケース 2：南海トラフ地震の想定震源域で M7 クラス

の地震が発生。 
・ケース 3：2011 年東北地方太平洋沖地震以前に観測さ

れた現象と同様の現象を多種目観測。 
・ケース 4：東海地震の判定基準とされるようなプレー

ト境界面でのすべりが発生。 
ケース 3 に関しては「大規模地震の発生に発展するとた

だちに判断できない」とされ（内閣府ホームページ 

2017b）、ケース 4 に関しても定量的な評価手法はなく、

確定的な情報とはいえない。そうした中で、ケース 1 と

ケース 2 に関しては歴史的な事例からも大規模地震が発

生する可能性が高いと考えられている。だが、これらの

現象が発生しても、数時間後か数日後かそれより後にな

るのか、いつM8～M9 クラスの巨大地震がやってくるか

分からない。 
過去の同地域における歴史をさかのぼると、1944 年 12

月に東南海地震が発生、その 2 年後の 1946 年 12 月に昭

和南海地震が発生、1854年12月に安政東海地震が発生、

その約 30 時間後には安政南海地震が発生するなど、その

期間は多様である（石橋 2014）。なお、M8.0 以上の地

震が発生したのはこれまでに世界中で 103 事例あるが、

その後、ケース 1 のように隣接領域でM8 以上の規模の

地震が発生した事例は、3 日以内が 6 事例、7 日以内が 7
事例、3 年以内が 17 事例、同様にケース 2 にあたる事例

はM7.0 以上の地震が発生した 1437 事例のうち、3 日以

内が 6 事例、3 年以内が 14 事例あるという（内閣府ホー

ムページ 2018）。 
さらに、この情報は大規模地震対策特別措置法におい

て位置づけられておらず、活用するガイドラインのよう

なものも 2018 年末まで定められていなかった。そのため、

自治体や事業者もどのように活用して良いか分からない

状況であった。「東海地震に関連する情報」の場合は、警

戒宣言が発表されたときには、2 章で述べた通り、事前

に定められたマニュアルに従って防災対応行動に入って

いったが（平塚 1999）、「南海トラフ地震に関連する情

報」ではそうした仕組みが決められない状況で情報の運

用が開始された 3)。 
 

４．問題意識 
 このように、「南海トラフ地震に関連する情報」の運用

が開始されたが、この情報に人々がどのように反応する

のか。アンケート調査を元に明らかにする。本研究の問

題意識は以下の二点である。 
 第一にこの「南海トラフ地震に関連する情報」そのも

のへの評価である。南海トラフ沿いの大規模地震の発生
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警戒宣言が発せられることが定められている（第九条）。

その警戒宣言に基づき、市町村長が避難勧告・指示を発

出（第二十六条）、住民はそれに従って対応行動、または

避難行動をとることが求められていた。さらに公共機関

などは運転停止や利用制限を実施するなど、社会が防災

対応のモードへと切り替わることとされていた。事前は

地震対策として必要な準備を行い、緊急時には地震の予

知情報を元に住民が適切な避難行動をとることを期待さ

れていた。 
こうした「東海地震に関連する情報」1)に対する住民

の対応について多くの調査研究がなされてきた。たとえ

ば、東京大学新聞研究所（1981）は地震予知情報が伝達

された場合の住民の対応行動を予測する、基礎的な資料

を得るためとして、昭和 54 年と 55 年に静岡県内の住民

に対して調査を実施している。そこでは警戒宣言の情報

を聞いてから、どのような行動を想定するか、といった

対応行動や地震被害に対する意識を問うている。 
また、同様の調査は、自治体によっても行われている。

静岡県は住民に対して定期的に、東海地震についての県

民意識調査（現在は南海トラフ地震（東海地震）につい

ての県民意識調査）を行っている。さらに、この調査結

果の経年変化を元に防災対策の啓発活動の重要性につい

て述べた高橋（1991）の研究などもある。 
このように「東海地震に関連する情報」に関する調査

研究は過去に行われている。 
 

３．南海トラフ地震に関連する情報について 
ただし、新たに運用の始まった「南海トラフ地震に関

連する情報」をめぐる人びとの意識や対応行動に関する

調査は前章で述べたような調査と同様に実施できない。

その理由を述べる前に、先に「南海トラフ地震に関連す

る情報」の概要を述べることとする。 
この情報には「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」

と、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」との 2 種

類ある 2）。「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」は

南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会という定例会

合において南海トラフ沿いの観測データの状況を把握し、

評価した調査結果を発表する場合に出されるものである。

なお、この検討会は同じ委員で、東海地震のみを対象と

した地震防災対策強化地域判定会と一体となって実施さ

れている。 
一方の「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」は南

海トラフ地震の発生前に観測される可能性のある、異常

な現象が観測され、南海トラフ沿いの地震に関する評価

検討会において、大規模地震発生の可能性が平常時と比

べて相対的に高まったと評価された場合に発表される。

また、それ以外にも、その現象が南海トラフ沿いの地震

と関連するかの調査を開始ならびに継続している場合に

発表される（気象庁ホームページ 2019）。 
この南海トラフ地震の発生前に観測される可能性のあ

る、異常な現象として、内閣府は下記の 4 つのケースに

整理している（内閣府ホームページ 2017b）。 
・ケース 1：南海トラフ地震の想定震源域の半分で大規

模地震が発生（その後、割れ残ったもう半分の領域でも

連動して大規模地震が発生する可能性が高くなる）。 
・ケース 2：南海トラフ地震の想定震源域で M7 クラス

の地震が発生。 
・ケース 3：2011 年東北地方太平洋沖地震以前に観測さ

れた現象と同様の現象を多種目観測。 
・ケース 4：東海地震の判定基準とされるようなプレー

ト境界面でのすべりが発生。 
ケース 3 に関しては「大規模地震の発生に発展するとた

だちに判断できない」とされ（内閣府ホームページ 

2017b）、ケース 4 に関しても定量的な評価手法はなく、

確定的な情報とはいえない。そうした中で、ケース 1 と

ケース 2 に関しては歴史的な事例からも大規模地震が発

生する可能性が高いと考えられている。だが、これらの

現象が発生しても、数時間後か数日後かそれより後にな

るのか、いつM8～M9 クラスの巨大地震がやってくるか

分からない。 
過去の同地域における歴史をさかのぼると、1944 年 12

月に東南海地震が発生、その 2 年後の 1946 年 12 月に昭

和南海地震が発生、1854年12月に安政東海地震が発生、

その約 30 時間後には安政南海地震が発生するなど、その

期間は多様である（石橋 2014）。なお、M8.0 以上の地

震が発生したのはこれまでに世界中で 103 事例あるが、

その後、ケース 1 のように隣接領域でM8 以上の規模の

地震が発生した事例は、3 日以内が 6 事例、7 日以内が 7
事例、3 年以内が 17 事例、同様にケース 2 にあたる事例

はM7.0 以上の地震が発生した 1437 事例のうち、3 日以

内が 6 事例、3 年以内が 14 事例あるという（内閣府ホー

ムページ 2018）。 
さらに、この情報は大規模地震対策特別措置法におい

て位置づけられておらず、活用するガイドラインのよう

なものも 2018 年末まで定められていなかった。そのため、

自治体や事業者もどのように活用して良いか分からない

状況であった。「東海地震に関連する情報」の場合は、警

戒宣言が発表されたときには、2 章で述べた通り、事前

に定められたマニュアルに従って防災対応行動に入って

いったが（平塚 1999）、「南海トラフ地震に関連する情

報」ではそうした仕組みが決められない状況で情報の運

用が開始された 3)。 
 

４．問題意識 
 このように、「南海トラフ地震に関連する情報」の運用

が開始されたが、この情報に人々がどのように反応する

のか。アンケート調査を元に明らかにする。本研究の問

題意識は以下の二点である。 
 第一にこの「南海トラフ地震に関連する情報」そのも

のへの評価である。南海トラフ沿いの大規模地震の発生

の可能性が平常時と比べて相対的に高まった場合に「南

海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表されること

となったが、人々はどの程度認識し、その情報への評価

はどのようなものか。また、「南海トラフ地震に関連する

情報」の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した「東

海地震に関連する情報」の発表は行われなくなった。災 
害に関する情報は、新たに生み出され、一方で運用され

なくなるものも生じる。「運用されなくなる」という情報

を提供することも重要と考える。そこで、これらの情報

の単純な認知度ならびに評価を明らかにする。 
 第二に「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」発表

後の防災対応である。住民による地震の防災対応として

は、住宅の耐震化、家具の固定、食料や水などの備蓄、

地震後の津波対策などが考えられる。そうした中でも、

本研究では「地震発生前の避難行動」に着目する。 
 災害時の適切な避難行動は人的被害の防止・軽減のた

めに重要である。本来であれば、地震は事前の避難が難

しいために避難行動が問題となることはない。せいぜい、

緊急地震速報が鳴ってからの数十秒の間に落下物から身

を守る行動をとる程度であろう。だが、「南海トラフ地震

に関連する情報（臨時）」は大規模地震の発生の可能性が

平常時と比べて相対的に高まった場合に出される。その

ため、情報が出された後に南海トラフ沿いで M 8 から

M9 クラスの大規模地震が発生し、建物が倒壊、さらに

はその後に津波が襲来することが考えられている。巨大

地震によって静岡県や和歌山県、高知県などでは地震発

生後、数分で 1m の津波が到達すると想定されている（内

閣府ホームページ 2012）。 地震だけではなく津波から

の避難、としてこの情報を用いることも考えらえる。 
 ただし、災害時の避難については多様な課題が存在す

る。水害、津波などで、官公庁からの注意喚起や地方自

治体からの避難の呼びかけにも関わらず、犠牲者が多発

している。そこで論点となるのは「避難しない人」の存

在である。内閣府の「避難勧告等に関するガイドライン」

は平成 26 年、27 年、28 年、31 年とほぼ毎年のように改

訂が繰り返され、いかに避難に結びつける情報提供を行

うか、に主眼がおかれてきた。 
 そこで、本研究でも「避難しない人」に着目をする。

ただし、実際に災害が発生したわけではないので、あく

まで想定調査である。「南海トラフ地震に関連する情報

（緊急）」が発表された時に、人々は「避難すると思う」

かどうかを問う。こうした避難の意思がある人とない人

を比較することで、両者にどのような差があるのか、な

ぜ避難しないのか、を明らかにする。 
また、3 章で述べた通り、「南海トラフ地震に関連する

情報（臨時）」という情報でも、出される状況が異なる（4
つのケース）のであるが、その状況による避難の行動に

差がみられるかを明らかにする。 
 これらの問題意識を元に、南海トラフ地震で大きな被

害を受ける可能性の高い、静岡県と高知県の住民を対象

として、「南海トラフ地震に関連する情報」に関する調査

を実施することとした。 
５．調査の概要 
本章では、実施した調査の概要について述べることと

する。 
先に述べた通り、「東海地震に関連する情報」の場合と

異なり、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」、が気

象庁から発表されたとしても、地方自治体や事業者が取

るべき行動が定められていなかった。そのため本調査は、

情報が出された後の行政や社会がどのような対応をとる

のかを想定した上で、住民に想定してもらう、という二

重の想定の上で行った。この点が「東海地震に関連する

情報」について行われた過去の調査とは異なる点である。 
また、中でも情報の確実性が高い、ケース 1 とケース

2 に焦点をあてて、調査を実施した。 
アンケート調査の概要は表-1の通りである。南海トラ

フ地震で、地震ならびに津波による被害が大きいと考え

られる静岡県と高知県で実施した。そのなかでも高知県

の沿岸部である高知市、静岡県の沿岸部である静岡市清

水区（いずれも想定される津波の浸水深が 5m 以上とさ

れる地点）、ならびに津波のおそれがほとんどない内陸部

である静岡市葵区の住民を対象として実施した。 
なお、本調査ではケース 1 の説明について、図-1を提

示した上で、「あなたの居住地域ではない地域側（静岡市

の方は南海地震のエリア、高知市の方は東海地震のエリ

ア）で大地震が発生し、震源に近い地域では、揺れや津

波により、多くの死者・行方不明者・家屋被害が発生し

ています。自衛隊や警察、消防が人命救出活動を行って

います。鉄道や高速道路なども損壊したため、運休や通

行止めになっています。そして、それらがテレビを通じ

て刻々と報じられています。しかし、あなたの居住地で

は、被害は発生しておらず、電気、水道などは問題なく

使えています」と仮定した状況を説明した上で回答して

もらった。歴史的には東海地震のエリア（静岡県など）

で大地震が発生した後に南海地震のエリア（高知県など）

で大地震が発生しているが、静岡県の住民に対しては、

反対のパターンである、南海地震のエリアで大地震が発

生した後に東海地震のエリアで大地震が発生する、とい

う仮定を行った。 

 

表-1 調査概要 

 

調査対象：高知市、静岡市清水区、静岡市葵区 
調査主体：日本放送協会（NHK） 

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター 
調査方法：郵送調査（世帯配布） 
有効回答：537標本（回収率17.9%） 
内  訳 ： 高 知 市：175標本（回収率17.5%） 

静岡市清水区：134標本（回収率13.4％） 
静岡市葵区：228標本（回収率22.8％） 

調査期間：2018年6月29日～8月7日 

災害情報　No.18-1  2020 97



 
図-1 ケース1 の説明図（気象庁ホームページ 2018 に一部加筆） 

 

またケース 2 については、「南海トラフ沿い（2 ページ

の図 4）をご参照ください）でマグニチュード 7 程度の地

震が発生した時（ただし、とくに大きな被害は出ていな

いとします）、その後さらに巨大な地震が南海トラフ全域

で発生する可能性があります。そのため、巨大地震が発

生する可能性は平常時と比べて相対的に高まったとして、

『南海トラフ地震に関連する情報（臨時）』が発表される

ことになります」と状況を説明した上で回答してもらっ

た。 

 
６．調査結果その１：「南海トラフ地震に関連する情報」

への評価 
本章では、実際の調査結果について述べる。 
第一にこの「南海トラフ地震に関連する情報」そのも

のの認知度ならびに評価である。 
（１）「南海トラフ地震に関連する情報」に対する評価 
まず、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」に対

する認知を問うた結果が図-2 である。全体の認知率は

57.8%で、高知市に比べて若干、静岡市が高いが、ほと

んど差はなかった（χ2（2）=0.298、有意差なし）。 
次に、「南海トラフ地震に関連する情報」に対する考え

を複数回答で問うた。その結果が図-3 である。全体の 

68.3%の人が「『空振り』しても構わないので、南海トラ

フ地震に関連するこうした情報は適宜、公表してほしい」

と答え、最も多かった。その次に多かった「命にかかわ

る情報なので、どんな情報も提供してほしい」（55.7%）

という回答と合わせて、全体として情報に対しては一定

の評価がなされているといえよう。また、これらの回答

に地域差はみられなかった。ただし、次いで「『地震が発

生する可能性がある』とはいっても、その発生確率が分

からないと判断しにくい」と答える人が全体の 49.0%い

た。つまり、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」

が発表されたとしても、その情報についてどのように判

断すればよいか難しいと考える人が多いといえる。そし

て、ここでは地域ごとで有意差がみられた（χ2（2）=8.865、
p < .05）。静岡市葵区では他の地域と比べて高かった。逆

にここで最も低い結果であった高知市は「地域の中で生

活が営めなくなるのではないかと思う」「どうせ被害をう

けるから、積極的な対策はとらない」と答える割合が他

の地域と比べて高かった（それぞれχ2（2）=19.449、p 
< .001、χ2（2）=14.511、p < .001 で有意差あり）。静岡

市葵区は危険の度合いを知り、その上で判断をしたいと

いう人が多い。一方で、高知市は被害を受けることを前

提としている人が多い。こうしたことから、地域によっ 
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図-2 「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」の認知率 
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て、南海トラフ地震そのものに対する考え方が異なって

いるといえよう。 
 

（２）出されなくなった情報の認知 
さらに、「南海トラフ地震に関連する情報」の運用開始

に伴い、「東海地震に関連する情報」の発表が行われなく

なったことの認知と「南海トラフ地震に関連する情報（臨

時）」が発表されることを知っていたか否かのクロス表が

図-4である。その結果、全体として 3 割程度の認知率で

あり、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表

されることを知っていた人でも半数以上が「東海地震に
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関連する情報」の発表が行われなくなったことを知らな

かった。新しい情報の周知はもちろん重要であるが、混

乱を避けるためにも、情報が使われなくなったことを周

知することも重要ではあろう。 
 以上のように「南海トラフ地震に関連する情報」には

課題があるものの、好意的に受け止められているという

ことが分かった。ただし、その情報をどのように受け止

めれば良いのか判断が難しいと考えられている。それで

は、この情報が人々の避難の意思に対してどのような影

響を及ぼすのであろうか。 
 
７．調査結果その２：避難に対する意識 
本章は想定調査という限界があるが、「南海トラフ地震

に関連する情報（臨時）」後の、避難に対する意識を明ら

かにする。 
（１）ケースごとの避難への意思 
 まず、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発

表された場合、居住地域に被害がない場合でも、自宅を

離れて避難するかについて問うた。ここでは、5 章で述

べたケース１ならびにケース 2 の説明をした上で問うて

いる。さらに、その前には起こりうる可能性がある状況

を設問として問うた。例えば、ケース 1 に関して、割れ

残ったもう半分の領域に接する沿岸部でも、津波の恐れ

が高いことから、避難に関する設問の前に「あなたの居

住地域に大津波警報が出された場合、あなたは、居住地

域に被害がない場合でも、自宅を離れて避難すると思い

ますか」や、3 節で後述する社会の状況などである。そ

うした設問により、ケース 1 またはケース 2 の状況を回

答者に想定してもらった後に避難に対する意思を問うた。 
その結果、ケース 1 の状況下で「南海トラフ地震に関

連する情報（臨時）」が発表された場合では「避難すると

思う」と答えた人が 40.5%で（図-5）、地域ごとの有意差

がみられた（χ2（2）=19.696、p < .001）。ケース 2 の状

況下で「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表 
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図-5 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難に対する意思の有無（ケース1 の場合） 

n

全体 528

高知市 171

静岡市清水区 132

静岡市葵区 225

47.2 

60.2 

50.0 

35.6 

52.8 

39.8 

50.0 

64.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

避難すると思う 避難しないと思う  

図-6 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難に対する意思の有無（ケース2 の場合） 
 
された場合に「避難すると思う」と答えた人が 47.2%で

（図-6）、地域ごとの有意差がみられた（χ2（2）=24,315、
p < .001）。いずれの場合も静岡市葵区と比べて、高知市

や静岡市清水区で「避難する」と答えた人の割合が高い。

これは、大地震への備えだけではなく、それに伴う津波

からの避難が意識にあると考えられる。沿岸部である高

知市と静岡市清水区、一方で、津波のおそれがほとんど

ない内陸部である静岡市葵区の差であると考えられる。 
 なお、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」の認

知率の結果（図-2）と避難に対する意思の間に有意差は

みられなかった。つまり、この情報を事前に知っていた

人ほど「避難すると思う」または「避難しないと思う」

と答えたわけではない。 
 
（２）避難する理由と避難しない理由 
次に、「避難すると思う」「避難しないと思う」と回答

した理由について詳細に分析することとする。「避難する

と思う」と答える人の割合をみると、全体的にケース 1
よりもケース 2 の方が多い。この原因について、これら

の分析を通して明らかにする。 
まず、ケース 1、ケース 2 それぞれにおける「避難す

ると思う」理由が図-7ならびに図-8である。両者を比較

すると、その傾向が大きく異なっている。 
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から」と答える人が最も多かった。一方のケース 2 では 

その他

無回答

すでに地震が発生して
いるので

要配慮者や高齢者がい
るから

子どもがいるから

自分や家族の仕事や学
校を考えて

避難所・避難先の方が
安心できるから

自宅にいるのが不安だ
から

情報の信頼性が高いか
ら

地震が発生してからで
は間に合わないから

被害が大きい場合を考
えて

住んでいる地域や自宅
の安全性を考えて

66.7

54.8

60.7

46.4

45.2

40.5

34.5

22.6

10.7

8.3

2.4

0.0 

55.6

60.3

58.7

44.4

41.3

31.7

28.6

23.8

12.7

7.9

1.6

1.6 

65.7

64.2

38.8

29.9

31.3

26.9

19.4

9.0

16.4

3.0

4.5

7.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

高知市

（n=84）

静岡市清水区

（n=63）

静岡市葵区

（n=67）

 

図-7 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難する理由（ケース1 の場合） 

 

その他

無回答

すでに地震が発生して
いるので

要配慮者や高齢者がい
るから

子どもがいるから

自分や家族の仕事や学
校を考えて

自宅にいるのが不安だ
から

情報の信頼性が高いか
ら

避難所・避難先の方が
安心できるから

被害が大きい場合を考
えて

地震が発生してからで
は間に合わないから

住んでいる地域や自宅
の安全性を考えて

71.8

68.0

64.1

57.3

47.6

51.5

37.9

26.2

11.7

7.8

2.9

0.0 

69.7

65.2

57.6

50.0

36.4

31.8

40.9

15.2

12.1

7.6

0.0

1.5 

75.0

65.0

40.0

43.8

48.8

50.0

28.8

13.8

22.5

5.0

2.5

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

高知市

（n=103）

静岡市清水区

（n=66）

静岡市葵区

（n=80）

 
図-8 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難する理由（ケース2 の場合） 

 
図-7 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避 

難する理由（ケース 1 の場合） 

その他

無回答

すでに地震が発生して
いるので

要配慮者や高齢者がい
るから

子どもがいるから

自分や家族の仕事や学
校を考えて

避難所・避難先の方が
安心できるから

自宅にいるのが不安だ
から

情報の信頼性が高いか
ら

地震が発生してからで
は間に合わないから

被害が大きい場合を考
えて

住んでいる地域や自宅
の安全性を考えて

66.7

54.8

60.7

46.4

45.2

40.5

34.5

22.6

10.7

8.3

2.4

0.0 

55.6

60.3

58.7

44.4

41.3

31.7

28.6

23.8

12.7

7.9

1.6

1.6 

65.7

64.2

38.8

29.9

31.3

26.9

19.4

9.0

16.4

3.0

4.5

7.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

高知市

（n=84）

静岡市清水区

（n=63）

静岡市葵区

（n=67）

 
図-8 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避 

難する理由（ケース 2 の場合） 

その他

無回答

すでに地震が発生して
いるので

要配慮者や高齢者がい
るから

子どもがいるから

自分や家族の仕事や学
校を考えて

自宅にいるのが不安だ
から

情報の信頼性が高いか
ら

避難所・避難先の方が
安心できるから

被害が大きい場合を考
えて

地震が発生してからで
は間に合わないから

住んでいる地域や自宅
の安全性を考えて

71.8

68.0

64.1

57.3

47.6

51.5

37.9

26.2

11.7

7.8

2.9

0.0 

69.7

65.2

57.6

50.0

36.4

31.8

40.9

15.2

12.1

7.6

0.0

1.5 

75.0

65.0

40.0

43.8

48.8

50.0

28.8

13.8

22.5

5.0

2.5

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

高知市

（n=103）

静岡市清水区

（n=66）

静岡市葵区

（n=80）

災害情報　No.18-1  2020100



n

全体 528

高知市 168

静岡市清水区 134

静岡市葵区 226

40.5 

50.0 

47.0 

29.6 

59.5 

50.0 

53.0 

70.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

避難すると思う 避難しないと思う  
図-5 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難に対する意思の有無（ケース1 の場合） 

n

全体 528

高知市 171

静岡市清水区 132

静岡市葵区 225

47.2 

60.2 

50.0 

35.6 

52.8 

39.8 

50.0 

64.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

避難すると思う 避難しないと思う  

図-6 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難に対する意思の有無（ケース2 の場合） 
 
された場合に「避難すると思う」と答えた人が 47.2%で

（図-6）、地域ごとの有意差がみられた（χ2（2）=24,315、
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知率の結果（図-2）と避難に対する意思の間に有意差は

みられなかった。つまり、この情報を事前に知っていた

人ほど「避難すると思う」または「避難しないと思う」

と答えたわけではない。 
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難する理由（ケース1 の場合） 

 

その他

無回答

すでに地震が発生して
いるので

要配慮者や高齢者がい
るから

子どもがいるから

自分や家族の仕事や学
校を考えて

自宅にいるのが不安だ
から

情報の信頼性が高いか
ら

避難所・避難先の方が
安心できるから

被害が大きい場合を考
えて

地震が発生してからで
は間に合わないから

住んでいる地域や自宅
の安全性を考えて

71.8

68.0

64.1

57.3

47.6

51.5

37.9

26.2

11.7

7.8

2.9

0.0 

69.7

65.2

57.6

50.0

36.4

31.8

40.9

15.2

12.1

7.6

0.0

1.5 

75.0

65.0

40.0

43.8

48.8

50.0

28.8

13.8

22.5

5.0

2.5

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

高知市

（n=103）

静岡市清水区

（n=66）

静岡市葵区

（n=80）

 
図-8 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難する理由（ケース2 の場合） 

「避難すると思う」と答えた人のうち、「被害が大きい場

合を考えて」と答える人がいずれの地域でも 1 割前後増

加し、最も多かった。それ以外にも「自宅にいるのが不

安だから」と答える人がいずれの地域においても 1 割前

後増加、「情報の信頼性が高いから」と答える人が特に、

静岡市葵区で 2 割以上も増加している。 
このように、状況によって避難する理由は異なるとい

える。さらに、ケース 1 よりもケース 2 の方が、危険度 
が高いと考えている人が多いのではないか。1 章で述べ

たように、南海トラフで発生した最近の地震の事例のみ

を鑑みると、ケース 1 の場合が大地震につながっている。

それでもケース 2 の方が、危険度が高いと考えている人

が多い可能性がある。 
そこで、知識と避難に対する意思の関係性をみるため、

「南海トラフ沿いで過去に発生した地震（東海地震、東

南海地震、南海地震）は、数日から数年の時間差で、連

続して、あるいは同時に発生しています。あなたは、こ

のことをご存じでしたか」と問うた結果と避難に対する

意思についてクロス表を作成した（図-9）。だが、ケース

1、ケース 2 のいずれの場合でも有意な差はみられず、過

去に南海トラフ沿いで過去に発生した地震（東海地震、

東南海地震、南海地震）が、数日から数年の時間差で、

連続して、あるいは同時に発生したことは知っていても、

そうした知識が避難に対する意思に影響を及ぼしている

ことは考えにくい。 
一方、ケース 1、ケース 2 それぞれにおける「避難し

ないと思う」理由が図-10ならびに図-11である。最も多

かったのはいずれのケースも「避難所・避難先の方が不

安だから」であった（それぞれ 42.4%、50.2%）。次いで

「住んでいる地域や自宅の安全性を考えて」が多いが（そ

れぞれ 39.8%、44.8%）、特に静岡市葵区で多い（それぞ

れ 57.2%、62.1%）。これは、津波のおそれが少ない地域

に住んでいるが故と考えられる。 
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図-9 過去に南海トラフ沿いで連続して地震が発生したことの

認知と避難の意思の有無（上がケース1、下がケース2 の場合） 
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図-10 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難しない理由（ケース1の場合） 
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図-11 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避

難しない理由（ケース2の場合） 
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図-11 「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された時の避 

難しない理由（ケース 2 の場合） 
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また、この両者（図-10と図-11）を比較すると、避難

しない理由に大きな変化はない。つまり、ケース 1 であ

ろうとケース 2 であろうと、避難生活への不安が避難し

ない理由として最も多くあげられている。 
以上のように「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」

によって「避難すると思う」人は大地震の後の津波から

の避難をイメージしていることが多いことが明らかとな

った。一方で、「避難しないと思う」と答える人は、「避

難すると思う」と答える人と比較して、その後の地震や

津波よりも、避難をした後の生活に不安を抱えているこ

とが明らかとなった。 
このように、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」

が発表された場合、ケース 1 とケース 2 という状況ごと

に、避難に対する意思が異なることがわかった。 
（３）社会状況による避難に対する意思の差 
a）地方自治体からの避難情報による避難意思の差 

 最後に、現象以外で、社会的な状況を想定した上での、

人々の避難に対する意思について論ずる。 
3 章で述べた通り、この情報の運用が始まった時点で、

国、地方自治体において住民に具体的な行動の呼びかけ

は決まっていなかった。そこで、まず、ケース 2 を前提

として「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表

され、①市が「自主避難の呼びかけ」や、「避難勧告」を

出したりしない場合、②市が、「自主避難」の呼びかけを

おこなう場合、③市が、「避難勧告」を出す場合を想定し

て、避難に対する意思について問うた（図-12）。 
その結果、第一に、気象庁の呼びかけのみか、地方自

治体が避難勧告のような情報を出すかにより、避難に対 
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する意思が大きく変化することがわかった。市が何の呼

びかけも行わないよりも、市が避難の呼びかけを行う、

さらにそれよりも避難勧告を発すれば「避難すると思う」

と答える人がいずれの地域でも増加した。第二に、①市

が「自主避難の呼びかけ」や、「避難勧告」を出さない場

合は地域ごとに有意差がみられたが、地域ごとの有意差

がみられた（χ2（2）=8.730、p < .05）。だが、②市が、

「自主避難」の呼びかけをおこなう場合、③市が、「避難

勧告」を出す場合では、地域ごとに有意差がみられなく

なった。 
つまり、市からの避難情報によって、人々の避難に対

する意思は大きく変化するということである。特に、こ

れまでの結果（図-5、図-6）で他の地域と比較して「避

難すると思う」と答える割合の低かった静岡市葵区が、

市から避難の呼びかけを行うと、他の地域と同程度まで

「避難すると思う」と答える人の割合が高くなったこと

から、地方自治体からの避難情報が重要であるといえる。 
こうした、社会的な状況が人々の避難を考える上で重

要であることが分かった。だが、地方自治体からの避難

情報以外にも、社会的な状況が変化することが考えられ、

それが人々の避難への意思に大きな影響を及ぼすことが

考えられる。 
b）避難する意思のある人とない人の差 

そこでまず、実際に発生しうる状況を想定し、（ケース

2 の状況で）「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」

が発表されたとき、避難するかどうかを判断するのにそ

れぞれの社会的な状況がどの程度、重要かを問うた。回

答の選択肢は 4 点尺度であるが、ここでは「重要である」

「やや重要である」を「重要である」、「あまり重要では

ない」「重要ではない」を「重要ではない」としてまとめ

た。そして、ケース 2 において「避難すると思う」かど

うかの結果とのクロス表を作成したのが図-13である。 
その結果、官公庁や自治体といった公的機関からの情

報発信は「重要である」と答える人が多く、次いで「避

難場所の状況」「食料の供給の状況」があり、これらは約

9 割以上の人が「重要である」である、と答えていた。

ただし、これらの間には、「避難すると思う」と「避難し

ないと思う」と答えた人で、有意差がみられなかった。

そうした中で、今回、想定した状況の中で唯一、有意差

がみられたのが「銀行、ガソリンの供給の状況」（χ2（1）
=4.279、p < .05）、であった。 
次に、上記の社会的な状況以外で、人生や生活に関し

て、「（ケース 2 の状況で）南海トラフ地震に関連する情

報（臨時）」が発表されたときに避難するかどうかを判断

するのにどの程度、重視するかを問うた。ここでも上記

と同様に回答の選択肢は 4 点尺度であるが、ここでは「重

視する」「やや重視する」を「重視する」、「あまり重視し

ない」「重視しない」を「重視しない」としてまとめた。

そして、ケース 2 において「避難すると思う」かどうか

の結果についてのクロス表を作成したのが図-14 である。 
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また、この両者（図-10と図-11）を比較すると、避難
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に、避難に対する意思が異なることがわかった。 
（３）社会状況による避難に対する意思の差 
a）地方自治体からの避難情報による避難意思の差 
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する意思が大きく変化することがわかった。市が何の呼

びかけも行わないよりも、市が避難の呼びかけを行う、

さらにそれよりも避難勧告を発すれば「避難すると思う」
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が発表されたとき、避難するかどうかを判断するのにそ

れぞれの社会的な状況がどの程度、重要かを問うた。回

答の選択肢は 4 点尺度であるが、ここでは「重要である」

「やや重要である」を「重要である」、「あまり重要では

ない」「重要ではない」を「重要ではない」としてまとめ

た。そして、ケース 2 において「避難すると思う」かど
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その結果、「災害などで命を落とさないこと」を「重視

する」と答えた人が最も多かった。また、「避難生活のス

トレスや辛さ」（χ2（1）=4.683、p < .05）、「自宅や地域

から離れないで済むかどうか」（χ2（1）=8.046、p < .01）、
「車などの家財道具を守れるかどうか」（χ2（1）=5.458、
p < .05）、「どれほどの確率で地震が起きるのか」（χ2（1）
=7.693、p < .01）の 4 項目において、「避難すると思う」

と「避難しないと思う」と答えた人で有意差がみられた。 
これらの結果より、「避難しないと思う」と答えた人ほ 

ど、避難した後の生活（避難生活やお金などの食以外の

生活基盤）や経済的なコスト、危険の度合いを「避難生

活」を重視する傾向が強いことが明らかとなった。あく

まで避難の意思がある人とない人の差の要因としてこれ

らがあり、多くの人を避難へと結びつけるためには、こ

れらの不安を考慮することが必要である。 
ただし、これらの項目から、分散分析やロジスティッ

ク回帰分析などを行ったが、避難の意図を最も説明する

要因やモデルを作ることは出来なかった。 
 

８．おわりに 
 以上の結果をまとめる。 
第一に「南海トラフ地震に関連する情報」は約半数の

人が知っていたが、その情報を元にどのような判断をす

ればよいのか難しいと考えられている。 
第二に「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発

表された場合、その情報だけではなく、気象庁の呼びか

けのみか、地方自治体がどのような情報を出すかによっ

て避難に対する意思は大きく変化する。さらに、避難の

意思がある人とない人の差として、「コスト」を重視する

傾向が強い。つまり、避難生活や自宅から離れないで済

むか、という心理的コストや車などの家財道具を守れる

か、といった経済的なコストが避難の意思に対してマイ

ナスに働いていると考えられる。今後は特に、こうした

「コスト」に対する不安を取り除くことが、避難を考え

る上で重要であろう。 
また、それ以外にもケース 1 よりもケース 2 の方が、

避難への意思が高かったことから、過去の南海トラフで

発生した地震に関する知識が避難への意思には結びつい

ていないことが明らかになった。 
 ただし、ここには課題もある。 
 避難への意思は地方自治体の避難情報によって大きく

変化する、と述べたが、「避難すると思う」人の要因に何

があるかを説明できなかった。関谷・田中（2016）は、

Ajzen（1991）の計画的行動理論を元に、津波からの避難

の意思決定モデルを想定調査から明らかにした。その結

果として、リスク認知、避難すべきという規範、ならび

に心理的コストが避難行動の意図に結びついているとい

う結論を導いている。だが、本研究の調査時点では「南

海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表された後の

リスク認知は不確実なものであり、また、1 章で述べた

通り、この情報の運用が始まった時点で、国、地方自治

体において住民に具体的な行動の呼びかけは決まってい

なかったことから、規範が定まっていなかった。こうし

た避難への意思がある人は何をもって「避難すると思う」

と答えるのか、その精緻化、説明できるようにすること

が今後は必要である。 
 本研究では津波警報が発表された場合などの実際に発

生しうる状況を想定したのちに、「南海トラフ地震に関連

する情報（臨時）」が発表された場合に「自宅を離れて避
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難するか」を、回答してもらった。調査実施後、「南海ト

ラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイド

ライン」が定められ、地方自治体や企業の防災対応が明

文化された。避難に関しては、津波浸水想定区域から避

難可能範囲を除いた地域が事前避難対象地域と定められ、

その地域の自治体は、住民に対する避難勧告などの発出、

親類や知人宅に避難することが住民に対する避難所を提

供が求められるようになった。さらにその避難生活は 1
週間を基本とすることが明記された（内閣府ホームペー

ジ 2018）。これにより、「南海トラフ地震臨時情報」が

発表された際、特に事前避難対象地域においては「自宅

を離れて避難すること」が規範として定まったと言える。

今後はこの「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた

防災対応検討ガイドライン」を軸とした、「避難すると思

う」人を説明するモデルの作成、それによる情報提供の

在り方をさらに精緻なものにすることが可能であると考

える。この規範を提示した上で、住民がどのような避難

に対する意思決定を行うのか。これは次の課題としたい。 
 
謝辞：調査にご協力いただいた皆様にこの場を借りて御

礼申し上げる。 
 
補注 
1) 内閣総理大臣の警戒宣言以外にも、その異常な現象の発生

状況に応じて東海地震に関連する情報が昭和54年8月7日
以降に気象庁から発表されることとなっていたが、時代ご

とに名称の変更、段階の変更などが行われていたため、こ

こでは「東海地震に関連する情報」としてそれらをまとめ

ることとする。 
2) 2019 年5 月より「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」

と「南海トラフに関連する情報（臨時）」はそれぞれ、「南

海トラフ地震関連解説情報」と「南海トラフ地震臨時情報」

に名称が変更となった。だが、実質的な内容はほぼ変化が

なく、本稿の主たる調査は、前者の名称の段階で行ったた

め、本稿では「南海トラフ地震に関連する情報（定例）」と

「南海トラフに関連する情報（臨時）」で述べることとする。 
3) なお、その後、平成31 年3 月には内閣府から「南海トラフ

地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライ

ン」が定められ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」が発表された場合、政府から、日頃からの地

震への備えを再確認するなどの呼びかけが行われること、

また避難対象地域を事前に選定し、ケース 1 の状況で臨時

情報が発表された際には 1 週間を基本として全住民を避難

させることなどが明記された（内閣府ホームページ 2019）。 
4) 図-1のこと。 
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ABSTRACT 
 

Japan Meteorological Agency began the operation of "information relating to the Nankai Trough 
Earthquake" from November 1, 2017. However, although this operation has been started, local governments, 
private business operators and residents were not determined how they would effectively utilize the information. 
Accordingly, we conducted a survey in Shizuoka Prefecture and Kochi Prefecture about how people intent to 
evacuate after this information has been announced. 

 As a result, first, "information relating to the Nankai Trough Earthquake" is known to half the people, but 
they are regarded as difficult to make decision about evacuation even after this information is announced. Second, 
if the "information relating to the Nankai Trough Earthquake (EXTRA information)" has been announced, 
depending on the presence or absence of information from the Japan Meteorological Agency and local 
governments, people’s intent to evacuate will change. In addition, the psychological cost from the anxiety about 
staying in shelters or leaving home and the economic cost from the anxiety about protect. 

 
Keywords：Nankai Trough Earthquake, evacuation, questionnaire survey, Shizuoka prefecture, Kochi 

prefecture 
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